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On Searching Behavior of Housing Demanders 
for Private Apartment Supply 
A Case Study in Sapporoー
Jiroh Majima 
Abstract 
In the process of a city-wid巴 planningfor housing supply， itis most essential to recognize that 
the housing demand is always created from the whole spheres of the demanders' daily life. When 
there is a possibility that more adequate houses are supplied to the housing d巴mandersaccording 
to a certain housing plan， one of the important conditions to guarant巴eth巴 effectiverealization 
of the plan， therefore， shall be the accuracy of the informations about the houses and their loca-
tions， presented to the demanders for their selections 
The purpose of this paper is to clarify the demanders' behavior in the search for the housing 
informations through the analysεs of a case study conducted in Sapporo City in 1966 to 67， and 
consequently to give an evidence to the necessity of the housing informations as the media between 
demand and supplyア
As far as the author has investigated in this research， itis concluded that the searching behav-












































































































































を調査員が回収する方法によって行なった。 調査期日は 1967年 10月20日一11月20日で，有
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によって検討しよう。 N，K両地区とも怯住位置条件，特に d.通勤の便を第 1位に考えている
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次いで b住宅種別 (N地区 19%タ K地区26%)，(N J:也氏で 47%ラ K地区で35%)，ものが多く
N地区では J.士地のふんいき (17%)，K地医では C.日照通!武 (26%)が多い(図 3・1・3・a)o1頃
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それから a住さらに J.土地のふんいき，その次が C回日照・通風， f.日常購売利便，宅種類，
宅規模， e.都心への近さ， h.都市公共施設 i交通事故・公害，がつづき最後が g.学校公園，
d.， b.， c.がほぼ同程度の順位で次いで f.，さらに a.，そK地区では，および l王.その他となる。
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3) 家賃の許容限界: 灰1-3・1・5によると， N地区の場合， 10千円， 15千円， 20千円の
3つの山がある。選択結果である現在家賃をこれと較べると，現在家賃がこれを超過している
ものは23%程度であるが，そのうち 1段階 (2千円)以内の超過者は， 11%となっている。 K
地区の場合， 10千円，次いで8千円に際立ったピークがある0)。この地区の現在家賃の際立っ
たピーグは8千円にあるので，現在家賃が許容限界を越えているものは N地区より若干少な






















































2) 民間アパート探索個所数: この場合も，同地区ともきわめて少なく 5個所未満が
ほぼ 2/3程度あり，そのうち 1個所(現住岩)のみのものが，両地区とも 3割前後におよんで
いる(悶 3・2・3)。
3) 探索圏域: 対都心ゾーンセクターでみると(表-3・2・1)，N地区では現住地以外の探
索個所不明が 25%あるが，しかし約 2/3(有効票の 89%)が 2km圏， しかも同 J セクターの
みという限定的な圏域で探索している。 K地区では最大 6km以内聞が93%(有効票の 99%)
で，そのうち 4-6kmの圏域のものが一番多く 61%強，これに 2-6km圏のものを含めると
88%となっているがラさらに詳細にみると 4-6km圏でも同一セクターのみのものは 57%弱
(4-6km聞の 92%)に達L，これに 2-6km圏を含めてみると同一セクターのみのものは 70%



























































および不変更の 46%)，これに職場近接方向を加えると 44%(同， 75%)となり，さらにこれらの
うち前住地と職場とを結ぶ交通路線近辺(同 Aセクター)のものは同一距離圏で23%(同 40%




よび不変更の 26%)，接近方向のものは 14%(同 22%強)であるのに対し職場離遠方向のも
のは 28%(同 44%強)と比較的多い。 また交通路線系でみると p 探索圏が(現)職場に対L前
住地と異なる交通路線系へ向うものが若干存在する。つまり同一交通路線系のみのものは 22%
(同 35%)であるのに対L，他交通路線系のみのものは 305も弱(同 47%強)，これに同一路線と
他路線の両方に及ぶものを加えて 42%弱(同 65%)となる。これらのうち同一距離圏のみのも



































4.4 0.9 19 2 計)(小市内大移動変





13.5 124 29 計)
同一距離圏
16.4 
前住地向ーセクター 14 14 6.5 3.3 
同一距離圏 他セクターのみ 19 35 8.8 8.2 
および 同一+他セクター 4 11 1.9 2.6 
職場接近
(小 計) 37 60 17.2 14.1 
前住地問ーセクター 18 32 8.4 7.5 
同一距離圏 他セクターのみ 5 67 2.3 15.7 
およ び 同一十他セクター 3 21 1.4 4.9 
(小 計) 26 120 12.1 28.1 
前住地問ーセクター 2 5 0.9 1.2 
職場接近 他七クターのみ 2 2 0.9 0.5 
およ び 同一+他セクター 1 11 0.5 2.6 
職場離遠
(小 計) 5 18 2目3 4.3 
前住地問ーセクター 84 94 39.0 22.0 
他セクターのみ 32 127 14.9 29.8 
言十 戸jー +他セクター 10 47 4.7 11.0 
(小 計) 126 268 58.6 62.8 
不 明 35 27.9 8.2 
(185) 















けにもあらわれており， 3・1-2)にもあるように一般的な順位づけのノミターンにおいて， d. 












一 一一__ N ___._.K_._I 人」ー モー
探索個所 l悩所のみ | 68 | 117 i 川 27.4 
通勤条件同--sI'¥ ~Ij[閤 46 川 21.4 25.8 
故近接地点 1:3 7 6.0 1.6 
職場按近|近接地点 9 9 4.2 1 
(/J二 j f-)十~:__ i____ _1~_ ._1 10と l 3.7 
通勤条件中程度地点 | 12 12 
段遠隔地長 2 6ωo 0.9 14 
遠隔地点| 4| G| 










































t劣淡絞級)':1圃圃園田園田園田聞 い 1'.0'，:，1 
問自 伝ミミ司 HI
号線縛11:>時何 軒W榊判
」一 一一ーで τIlU，.':1 
Ii c.由一山川♂対7市











。 3D IJIJ 
l じ泌総川辺 国圃白l
〆ノ¥、、"



















fJi.佐市を構成した世帯でも前住居までの 1個所当り平均居住年数は短く 2年未満のものが N :l'1f!.1豆で全








図 N-ii) 職場分布 (K地区)
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T) このことが1つの予想として，脚註 Fにおける課題解決への 1つの手がかりとなると考えられるしこ
れによって文献 11の一連の研究の 1部として位i置づけられ得る。そして，さらにこのことが住宅需給構造
の要因分析をより精ちにつめる必要性への 1つの根拠となる，と今のところ考えられる。
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